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平成２１年４月２１日

総務省総合通信基盤局

料金サービス課

通信プラットフォーム市場・コンテンツ配信市場

への参入促進のための公正競争環境

の整備等について
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１．第二種指定電気通信設備制度の検証
（１）規制根拠・規制内容の検証
（２）標準的接続箇所やアンバンドルの考え方
（３）接続料原価算定の考え方（適正な原価等）
（４）接続料算定と規制会計の関係

２．ネットワークインフラの利活用
（１）鉄塔等の設備共用ルールについて
（２）ローミングの制度化について

検討項目の概要

■モバイル市場では、携帯電話契約が１億件を突破し、ビジネス展開上・日常生活上の基礎的インフラとしてその重要性が著しく高まっており、固定ブロード

バンド市場では、０８年度第一四半期に、ＦＴＴＨとＤＳＬの契約数が逆転し、ＦＴＴＨが名実ともに主役の地位に躍り出ている。これに伴い、他事業者のネッ

トワークを利用する形態の事業展開も活発化し、これらは、通信プラットフォーム市場・コンテンツ配信市場として今後の更なる発展が期待されている。

■本件は、このような市場環境の変化に対応し、電気通信市場における公正競争環境確保の観点から接続ルールの在り方について検討を行うものである。

１．ＦＴＴｘサービス
（１）ＦＴＴＨサービスの屋内配線
（２）ドライカッパのサブアンバンドル（ＦＴＴＲサービス）

２．ＤＳＬサービス
（１）電話重畳型ＤＳＬサービスの事業者名申込み
（２）回線名義人情報の扱い（洗い替え）

３．ネットワークインフラの利活用
（１）中継ダークファイバの空き芯線がない区間でのＷＤＭ装置の設置
（２）中継ダークファイバに係る経路情報の開示

１．通信プラットフォーム機能のオープン化
（１）移動網の通信プラットフォーム機能
（２）固定網（ＮＧＮ)の通信プラットフォーム機能

２．紛争処理機能の強化等
（１）電気通信事業紛争処理委員会の紛争処理機能の強化

（電気通信事業を営んでいるものの、電気通信事業法の適
用除外とされている者に係る紛争事案の扱い）

（２）当該者に関し電気通信事業法上検討すべき課題

Ⅰ.モバイル市場の公正競争環境の整備 Ⅱ.固定ブロードバンド市場の公正競争環境の整備

Ⅲ.通信プラットフォーム市場・コンテンツ配信市場
への参入促進のための公正競争環境の整備

１．接続料算定上の課題
（１）逆ざや問題
（２）ビル＆キープ方式

２．固定通信と移動通信の融合時代等における接続ルールの在り方
（１）今後の接続ルールとその基となるドミナント規制の在り方を検

討する際の視点
（２）現行の接続ルールやその基となるドミナント規制について今後

見直しが必要と考えられる事項

Ⅳ.固定通信と移動通信の融合時代等における
接続ルールの在り方
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規制として導入するのでなく、ビジネスベースを基本とすべき

■モバイル市場は、通話からデータ通信（コンテンツ・サービス）への利用が拡

がっている現状を考えると、二種指定設備の対象としても、通話機能からコン

テンツ・サービスに関する機能へ拡げるべきである。その場合、ＩＰ化されている

データ通信においては、ハードウェアに依存しないソフトウェアによって機能が

提供されるため、指定設備に関しても機能自体を対象とすべき（ＭＣＦ)

■移動網のプラットフォーム機能については、ネットワークを保有する携帯事業

者が現状において垂直統合型で提供している認証・課金及び位置情報提供

機能を対象に、ＭＶＮＯ事業者の要望をもとにアンバンドルの可否を検討するこ

とが必要。その際、固定通信・移動通信融合型のＩＰ網であるＮＧＮへの移行

可能性に十分留意することが必要（テレサ協）

■移動体事業者の市場支配性の高さにかんがみれば、課金や位置情報などプ

ラットフォーム機能と位置づけられるものは指定対象とし、他の接続事業者が

広く利用できるようにすべき（ＳＴＮｅｔ）

二種指定設備としてルール化。必要な機能のアンバンドル等を行うべき

①移動網の通信プラットフォーム機能Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化

各事業者の意見

■今後、通信プラットフォームを利用した多様なサービス提供が見込まれることから、

サービスの萌芽期においては、規制として導入するのではなく、市場の発展を促すよ

うな仕組みが必要。諸外国でも、ビジネスベースで市場の活性化が図られており、

通信プラットフォームに関する規制は課されていないと認識（ＮＴＴドコモ）

■移動体は、限られた無線帯域を複数のユーザで共有するという技術的特性があり、

常にネットワーク全体の安定運用確保に配慮しながら設備を運用することが必要。

そのため、各事業者はMVNO等からの要望に対し、協議を行い、合意の上で接続

箇所等を決定しており、このような現状の枠組の継続が適当（KDDI）

■一般的に、携帯事業者は、プラットフォーム機能等を活用したサービス仕様や、端末

仕様等を工夫して事業展開することにより、周波数という有限資源の効率利用を行

い、安定的なサービス提供を図っている。今後のＩＰ化・ブロードバンド化の更なる進

展の中、利用者へのトータルサービス提供の土台となる携帯事業者の安定的なネット

ワークサービス運営を継続する視点がより一層重要となることを十分に踏まえ、移動

網の通信プラットフォーム機能への過度な行政介入は避けるべき（ＳＢ）

■モバイル市場では、ネットワークを保有する携帯事業者が、通信サービスの提供だけでなく、認証・課金機能等のプラットフォーム機能等の提供を一体的に行う垂

直統合型の事業展開が一般的に行われている。

この点、当該携帯事業者以外にもＭＶＮＯとして通信プラットフォーム機能等を提供する事業者が増加し、通信プラットフォームの多様性等が確保されることは、コ

ンテンツ配信事業者や利用者の利便性を向上させると考えられるため、１（１）２）に基づき、機能のアンバンドルや標準的接続箇所に関する考え方が整理される場

合を前提に、

①第二種指定電気通信設備を設置する事業者の設備・機能について、新たにアンバンドルして提供することが必要な機能や新たに標準的接続箇所として追加が必

要なものがあるか。

②第ニ種指定電気通信設備に該当するか否かは、当該設備を用いて実現する機能に着目して判断することとされているが、上記①に関連して、第二種指定電気

通信設備を設置する事業者の有する設備のうち、その機能に着目して新たに指定対象とすることが必要な設備はあるか。

③その他、移動網の通信プラットフォーム機能等について検討すべき事項はあるか。

①通信プラットフォーム機能のアンバンドル、指定対象設備とすることについて
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オープン化は、全携帯電話事業者の取組として検討すべき

■ＭＮＯが保有する通信プラットフォーム機能を指定設備と認定し、かつアンバ

ンドルを図り、標準的接続箇所として設定することは、多様なサービスの実現

と公正競争の双方の観点から、プラットフォーム事業の進展のために極めて

有用。その理由は以下のとおり。

①モバイルポータルサービスに係る設備の中には、課金機能のように、明ら

かに二種指定設備として指定されるべき機能が包含されていること

②一部の位置情報サービス（例：ｉモードの付加サービスとして提供される位置

情報サービス）は指定設備であるが、他の位置情報サービス（例：ＧＰＳ利用

のサービス）は二種指定設備でないと認識できる例があり、現在の整理に不

統一性が存在し、かつ後者の位置情報サービスの方が広く利用されている

ため、合理的な水準を超えた利益の源泉になっている可能性があること

③現在、サービス提供中のモバイルポータルサービスには、（利用ライセンス

料の支払を必要とする）第三者の知的所有権が含まれている可能性があり、

接続事業者がこの知的所有権の扱い（ライセンス料の支払など）を回避する

ためには、二種指定事業者の設備を利用せざるを得ない可能性があり、か

かる構成を取る場合、当該設備が二種指定設備に指定されていないと、事

業法第３４条第３項第４号が定める接続料の規定を適用回避できること

④ＭＮＯが所有する通信プラットフォームに接続してメールアドレスを変換して、

メールアドレスポータビリティを実現する通信プラットフォーム事業者が出現

する可能性があるが、当該接続が合理的金額（事業法第３４条に規定され

る接続料）で可能となることが、かかるサービスの拡大に資すること 等（ＭＶ

ＮＯ協議会）

二種指定設備としてルール化。必要な機能のアンバンドル等を行うべき

①移動網の通信プラットフォーム機能Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化

■「通信プラットフォーム研究会」報告書では、全ての携帯事業者に対して同等のサー

ビス提供が可能となる枠組みが求められているところであり、コンテンツビジネスの

活性化を図る観点からも、二種指定事業者に限らず、全携帯事業者の取組として検

討すべき（ＮＴＴドコモ）

■携帯事業者の競争が進展するとともに、ポータビリティの促進が図られる状況下に

おいては、コンテンツ配信事業者にとっては、全携帯事業者に対して同等の機能の

提供を受ける環境の整備が必要（ＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ）

■現状においても、上位レイヤー・下位レイヤーを問わず様々な事業者がプラット

フォーム機能を提供しているところであり、独自の端末とプラットフォーム機能を用意

して垂直統合型のビジネスモデルでサービス提供する事業者も登場している。した

がって、二種指定事業者のみを対象としてオープン化すべき機能があるかを議論す

ることは適切ではない（ＫＤＤI)

他事業者が同様の機能を提供可能であり、新たに指定設備とする必要はない

■当社の通信プラットフォーム機能は、既に提供しているＩＳＰ接続インターフェースに

より、他事業者も同様の機能が提供可能となっていることから、通信プラットフォーム

機能を新たに指定設備とする必要はない（ＮＴＴドコモ）



4要望事項と携帯事業者の対応状況等

ＮＴＴドコモ

iモードIDを開示

・iチャネルにつき一般ＣＰも提供可能

・新たなサービスについてはＣＰの要望に
基づき検討可能

個人情報を除きＣＰ自ら対応可能

ブックマーク登録等の端末操作設定、
ISP接続インターフェースの提供で対応

個人情報等に関わる一部仕様につき審
査を行ったＣＰに公開

同上

⑩ユーザＩＤの開示

⑪プッシュ型配信

⑫ストレージサービスの提供

⑬ポータル機能の多様化

⑭端末アプリの仕様の公開

⑮コンテンツ制作に係る仕様の公開

ＫＤＤＩ

ＥＺ番号を開示

・ＥＺチャンネルにつきＣＰも提供可能

・ＥＺチャンネルプラスについては番組枠
の制約上、優先順位を設定

個人情報を除きＣＰ自ら対応可能

ボタン長押しで可能、ブックマーク登録が可能

BREWアプリの一部仕様につき
審査を要する

基本的な情報について全体に公開

当該機能を提供する設備

非指定

非指定

非指定

非指定

－

－

ＮＴＴドコモ

接続約款記載済

接続約款記載済

接続約款記載済

接続約款記載済

接続約款記載済

①音声接続機能

②ＩＳＰ接続機能

③レイヤ３接続機能

④レイヤ２接続機能

⑤料金情報提供機能

ＫＤＤＩ

接続約款記載済

接続約款未記載
（一部対応を検討中）

当該機能を提供する設備

第二種指定電気通信設備

第二種指定電気通信設備

第二種指定電気通信設備

第二種指定電気通信設備

非指定

ＮＴＴドコモ

自網外との送受信不可

一般サイト利用不可等

配信サーバの限定なし

一般サイト利用不可

⑥ＳＭＳ接続機能

⑦課金機能・コンテンツ情報料の回収代行機能

⑧大容量コンテンツ配信機能

⑨ＧＰＳ位置情報の継続提供機能

ＫＤＤＩ

自網外との送受信不可

一般サイト利用不可等

自社の配信サーバによるもの以外配信不可

一般サイト利用不可

当該機能を提供する設備

第二種指定電気通信設備

非指定

非指定

非指定

１．接続約款に一部記載済の機能

２．接続約款に未記載の機能

３．その他

Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化



5携帯電話事業者のネットワーク概念図

他事業者電話網

信号網交換機

サービス制御装置（HLR）

データ系
（パケット）

音声系

加入者
交換機

加入者
パケット
交換機

関門
（中継）
交換機

直収
パケット
交換機

VLR VLR

ISP接続

レイヤ３接続

基地局
制御装置

基地局携帯電話事業者設備

共通線信号

レイヤ２接続

料金システム
（料金情報提供機能）

移動機
接続用
パケット
交換機

自網内通話

音声接続

通話
iモード
EZweb etc. PCカード 新たな端末

携帯端末
オープン化ISP

(MVNO)

ウェブメール
サーバー群

インターネット

各種サーバ

公式
ＣＰ

一般
ＣＰ

独自に課金・回収

携帯事業者による
回収代行

M２M

移動機
接続用
パケット
交換機

基地局
制御装置

基地局

データ系
（パケット）

音声系

ＣＰＣＰ ＣＰ

MVNO

MVNO

直収
パケット
交換機

加入者
パケット
交換機VLR

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

携帯事業者
コンテンツ

ＳＭＳ接続
認証・課金

サーバ

Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化

⑨①



6検討の際の視点

①当該機能を提供する設備が第二種指定電気通信設備であることが必要

当該機能を提供する設備が、他の電気通信事業者の電気通信設備との適正かつ円滑な接続を確保すべき電気通信設備（第二種指定電

気通信設備）に該当するか。

Ｐｏｉｎｔ１ 当該設備が、第二種指定電気通信設備ではない場合

②加えて、当該機能が接続料設定の対象機能となっていることが必要（料金が発生する場合）

第二種指定電気通信設備に指定された設備であっても、直ちに特定の機能の接続料設定が義務付けられるわけではない。接続料を設

定すべき機能としてあらかじめ定めておくことが必要か（☞アンバンドルの仕組みをどう考えるか）。

Ｐｏｉｎｔ２ 接続料が設定されていない場合

接続ルールの対象とするためには・・・↓

アンバンドル規制が必要
すべてを事業者間協議に委ねるのは、迅速な事業展開が困難。また、

すべてを紛争処理手続に委ねるのも現実的ではない

アンバンドル規制は不要
事業者間での合意形成が基本。合意形成が図られない場合でも、事

後的な紛争処理で解決する現行の仕組みで十分対応可能

（日本通信等） （ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ）

＜要望＞○○機能の利用について接続ルールの対象にしてもらいたい

Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化



7アンバンドル機能について

■電話のような双方向通信では、ネットワークを相互に接続した上で、それぞれの事業者が自網発通信にエンドエンド料金を設定して（接続料を互いに支払っ

て）サービス提供をすることが基本となるため、電話に係る機能については、指定電気通信事業者にも接続料を設定する誘因が働きやすいと考えられる。

■他方、加入光ファイバなど、指定電気通信事業者が接続事業者に対し一方的に貸し、接続事業者が指定電気通信事業者から一方的に借りる関係にな

る機能については、電話に係る機能に比べると、接続料を設定する誘因が働きにくいと考えられる。

■アンバンドルに係る検討に際しては、このような機能の特性等に留意しつつ、ＭＶＮＯの出現等による接続ニーズの多様化等の環境変化を踏まえること

が必要となるのではないか。

＜ひかり電話＞

■ＩＧＳ接続機能（ひかり電話網・ＮＧＮ)

■中継局接続機能（ＮＧＮ）

＜固定電話＞

■ＩＣ接続機能（ＰＳＴＮ）

■ＧＣ接続機能（ＰＳＴＮ）

＜アクセス回線＞

■ラインシェアリング、ドライカッパ、加入光ファイバ

＜装置類＞

■メディアコンバータ、局内スプリッタ、ＯＬＴ

＜中継伝送・交換機能＞

■収容局接続機能（地域ＩＰ網・ＮＧＮ）

■音声通話機能（ＮＴＴドコモ・ＫＤＤＩ）

接続料を互いに支払うサービスに係る機能の例

（☞互いに利用者料金を設定するサービス）

接続事業者のみが接続料を支払うサービスに係る機能の例
（☞接続事業者のみが利用者料金を設定するサービス）

固
定
通
信

移
動
通
信

■直収パケット接続機能（ＮＴＴドコモ）

日本通信とＮＴＴドコモの間で
紛争事案となった機能
（07.11 総務大臣裁定）

比較的働きにくい比較的働きやすい 接続料を設定する誘因

逆ざや問題、ビル＆キープ方式 アンバンドルの問題

※当初は、接続事業者（長距離事業者）
のみが接続料設定

Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化



8公式サイトと一般サイトⅢ１．通信プラットフォーム機能のオープン化

■携帯サイトには、携帯事業者が承認を与えた「公式サイト」とそれ以外の「一般サイト」が存在。公式サイトの審査基準は、各携帯事業者が独自に設定。

■携帯電話事業者が、公式サイトを運営する事業者に対してのみ提供を行う機能（例：コンテンツ情報料の回収代行等）が存在。

一般サイト公式サイト

・公式サイトとして運営するためには、各携帯電話事業者が設定
する基準を満たした上で、携帯電話事業者に企画書等の提出
を行い、承認を得る必要がある。

現状では、公式サイトであることと、携帯電話事業者による機能提供が基本的に一体のものとして運用されているが、利用者利便の向上を図る観点から、

個別の機能に着目した個別の審査を行うこと等により、多様な主体による機能の利用を促進することについてどのように考えるか。

・コンテンツ提供事業者が自由にサービス提供可能。
・携帯電話事業者は、サイトの内容に関与しない。

■ 一方で、次のような制限を定め
ている事業者も存在
・携帯電話事業者のビジネスとし
ての総合的判断から掲載を断
る場合がある。

・コンテンツ提供事業者には安定
的かつ継続的にコンテンツを提
供しうる経営基盤が必要

・広告掲載は、携帯電話事業者の
定める広告掲載基準を遵守 等

携帯事業者ポータルへの掲載

ＧＰＳ位置情報継続提供

コンテンツ情報料の回収代行

広告について一定の制限

コンテンツ変更に承認必要 コンテンツ料につき回収代行利用義務

携帯事業者ポータルへの掲載なし

ＧＰＳ位置情報継続提供不可

コンテンツ情報料の回収代行不可

自由な広告掲載

コンテンツ変更に承認不要 回収代行の利用義務なし

■ 携帯電話事業者が定めている
基準の一例
・利用者にとって分かりやすく、
使いやすいサービスであること。
・利用者が安心して利用できる
サービスであること。
・関係法規に違反するものでな
いこと。
・青少年の健全な育成を妨げる
ものでないこと。



9ＳＭＳ（Short Message Service）接続機能について

ＮＴＴドコモ

イー・モバイル ソフトバンクモバイル

ＫＤＤＩ

×○

海外事業者

・
・
・
・
・

海外事業者Ａ

海外事業者Ｂ

海外事業者α

××

×

×
○

○ ○

SMS SMS

SMS SMS

■ＳＭＳ（電話番号を用いたメール）については、国内では、同一の携帯電話事業者内のユーザ間においてのみ送受信が可能。

■事業者間での通信方式の差異や費用負担の在り方等の問題はあるが、他の携帯電話事業者のユーザとの間でもＳＭＳを可能とするため、ＳＭＳ接続機能

を実現することについてどのように考えるか。

３ＧＰＰ２勧告仕様 ３ＧＰＰ勧告仕様

各社のＳＭＳサービス ＮＴＴドコモ ＫＤＤＩ ソフトバンクモバイル イー・モバイル

文字数（全角） ７０文字 ５０文字 ７０文字 ７０文字

送信料金
（１通・税抜き）

国内 ５円 ０円、３円 ０円、３円、５円 ０円、２円

国際 ５０円 ― １００円 ―

受信料金 無料 無料 無料 無料

絵文字 利用可 利用可 利用可 利用可

ＳＭＳの現状

■昨年１０月より協議を開始しているが、約５ヶ月
間表面的な協議に終始し、実質的に進展がな
い状況。行政等が仲介役として、目標とする実
施時期等の方針を決定してもらいたい

■新規参入事業者
の立場からは、
早期に実現しても
らいたい

■迷惑メールの急増、技術基準
等のすりあわせ、ユーザニーズ
の検証が必要

■既に携帯事業者間で協議を
開始。ただし、技術基準や
サービス基準、設備改修コス
ト等の取扱いの検討が必要

二種指定 二種指定

Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化



10携帯電話のＥメール転送について

090-XXXX-XXXX
1234@▲▲▲.ne.jp

090-XXXX-XXXX
abcd@●●●.ne.jp

B携帯電話
事業者

A携帯電話
事業者

B携帯電話
事業者

A携帯電話
事業者

携帯電話事業者
変更

旧アドレス
1234@▲▲▲.ne.jp

あてメール

■利用者が携帯電話事業者を変更した場合、メールアドレスを引き継ぐことはできないが、携帯電話事業者間で、例えば一定期間メール転送を相互に実施す

ることにより、利用者は変更後の携帯電話端末でメールの受信が可能。携帯電話のＥメール転送の実現についてどのように考えるか。

携帯電話事業者の変更

ナンバーポータビリティ制度により
電話番号の移転はできても、メール

アドレスの引き継ぎはできない。

新アドレス
abcd@●●●.ne.jp へ転送

メール転送の実施 受信

事業者間協議だけで解決しにくい問題はないが、複数の課題があると認識

■メール転送等、競争促進に寄与するサービスは、競争促進を望まない事業

者もあり、その実施有無等について事業者間協議で合意を得にくい状況。行

政等が仲介役として目標とする実施時期等の方針を決定してもらいたい（ＳＢ）

■メール転送は、顧客流動性を高めるため、存するメリットは明確ですが、既に

多くの契約を有している事業者にとっては、自社の解約者向けサービスとなるた

め、導入インセンティブが働きにくく、事業者の利益が一致しづらい傾向。事業

者間の協議では解決が難しい側面がある（イー・モバイル）

事業者間協議では解決困難。行政等が仲介役として実施時期等を決定してもらいたい

■現在のところ、事業者間協議だけでは解決しにくい問題はないが、契約がない
ユーザの顧客情報管理と料金回収方法、メールアドレス登録や複数回移転した際
等のユーザにおける対応方法等の課題があると認識（ＮＴＴドコモ）

■Ｅメールの転送に関しては、事業者間での協議が緒についたところですが、例えば、
第三者が無断で他人のメールを転送できないセキュリティの高いシステムを構築しなけ
れば、かえってお客様の利便性の低下を招くことになります。そのため、上記のような
サービスの検討においては、必要なスペックと、最終的にはお客様に負担いただくこ
とになる設備改修等のコストとのバランスに配慮し、最もお客様の利益に適う方法を
慎重に判断する必要があると考えます（ＫＤＤＩ）

Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化



11課金機能及びコンテンツ情報料の回収代行機能Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化

①携帯事業者の課金機能・回収代行機能の開放 ②課金機能・回収代行機能の多様化

■公式サイトに登録していない事業者（一般サイト）は、コンテンツ情報料

について携帯事業者の課金機能・回収代行機能を利用できない。公式

サイト登録事業者のみが、これらの機能を利用可能。

■公式サイトのコンテンツ情報料については、携帯事業者の課金機能・

回収代行機能以外の利用が認められておらず、他の決済手段が利用

できない。

■携帯電話事業者による課金機能・回収代行機能は、クレジットカード

等を必要としない簡易な決済手段であり、また、携帯電話事業者は、

通信契約に係る個人情報を利用できる立場にあることを踏まえ、携帯

電話事業者の課金機能・回収代行機能について、公式サイト以外の

事業者に開放することについてどのように考えるか。

■携帯電話事業者以外のコンテンツ情報料の回収を行う事業者が、利用

者に簡易な決済手段を提供するため、携帯電話事業者から必要な情報

提供を受けられるようにすることについてどのように考えるか。個人情報

保護等の観点から留意すべき事項はあるか。

■公式サイトの登録事業者が、コンテンツ情報料の回収について、携帯電

話事業者の回収代行以外を利用できない点についてどのように考えるか。

携帯事業者網

コンテンツ購入

コンテンツ配信
事業者

クレジットカード
会社等

認証・課金
サーバ

公式ＣＰ

一般ＣＰ等

回収委託

通信料金と
セットで回収

ダイヤルＱ２最高裁
判決（次ページ）を踏
まえると、公式サイト
のみに限定する必要

携帯事業者網

コンテンツ購入

コンテンツ配信
事業者

認証・課金
サーバ

公式ＣＰ

一般ＣＰ等

回収委託

通信料金と
セットで回収

現在、クレジットカードは、

主に物販サイトでの利用

に限定
ただし、携帯事業者
の回収代行と異なり、
４桁の番号による簡
易な決済ができない



12携帯事業者の回収代行機能の開放に伴う課題

■ ダイヤルＱ２最高裁判決

平成１３年３月２７日最高裁判所第三小法廷判決 平成７年（オ）第１６５９号 （通話料金請求事件）

≪要旨≫

平成３年当時に、加入電話契約者の承諾なしにその未成年の子が利用したＱ２情報サービスに係る通信料につき、ＮＴＴが加入電話契約者に対してその金額の５割を超え

る部分の支払を請求することが許されないとされた事例。

≪判決理由（抜粋）≫

ダイヤルＱ２事業は電気通信事業の自由化に伴って新たに創設されたものであり、Ｑ２情報サービスは当時における新しい簡便な情報伝達手段であって、

その内容や料金徴収手続等において改善すべき問題があったとしても、それ自体としてはすべてが否定的評価を受けるべきものではない。しかし、同サー

ビスは、日常生活上の意思伝達手段という従来の通話とは異なり、その利用に係る通話料の高額化に容易に結び付く危険を内包していたものであったから、公益的事

業者である上告人【※ＮＴＴ】としては、一般家庭に広く普及していた加入電話から一般的に利用可能な形でダイヤルＱ２事業を開始するに当たっては、同サービスの内

容やその危険性等につき具体的かつ十分な周知を図るとともに、その危険の現実化をできる限り防止するために可能な対策を講じておくべき責務があったというべきで

ある。本件についてこれを見ると、上記危険性等の周知及びこれに対する対策の実施がいまだ十分とはいえない状況にあった平成３年当時、加入電話契約

者である被上告人が同サービスの内容及びその危険性等につき具体的な認識を有しない状態の下で、被上告人の未成年の子による同サービスの多数回・長時間に

及ぶ無断利用がされたために本件通話料が高額化したというのであって、この事態は、上告人が上記責務を十分に果たさなかったことによって生じたものということがで

きる。こうした点にかんがみれば、被上告人が料金高額化の事実及びその原因を認識してこれに対する措置を講ずることが可能となるまでの間に発生した通話料につ

いてまで、本件約款１１８条１項の規定が存在することの一事をもって被上告人にその全部を負担させるべきものとすることは、信義則ないし衡平の観念に照らして直ち

に是認し難いというべきである。そして、その限度は、加入電話の使用とその管理については加入電話契約者においてこれを決し得る立場にあることなどの事情に加え、

前記の事実関係を考慮するとき、本件通話料の金額の５割をもって相当とし、上告人がそれを超える部分につき被上告人に対してその支払を請求することは許されな

いと解するのが相当である。

携帯電話事業者による審査を経ていないＣＰ等に対する回収代行機能の開放を行う場合、

上記判決に記された危険の現実化を防止するための対策をどのように確保するのか。

Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化



13大容量コンテンツ配信機能について

Ａ：携帯電話事業者の配信サーバ
（ＭＯＳサーバ）

着うたフル・動画等
大容量コンテンツ

■一部の携帯事業者が、大容量コンテンツの配信に自社サーバ（ＭＯＳサーバ）の使用を義務付けているのは、大容量コンテンツの流通によるネット

ワークへの負荷への対応及び違法コンテンツの排除を目的としている一方、他事業者は、そのような配信サーバの限定を行っていないこと等を踏まえ、

①ＭＯＳサーバは、現在、第二種指定電気通信設備に該当していないが、大容量コンテンツを配信する際に当該サーバの利用が不可欠となっている

状況にかんがみ、当該設備の利用の公平性・適正性を図る観点から講じるべき措置はあるか。

②また、大容量コンテンツ配信機能の多様化を図る観点から、例えば、携帯電話事業者の確認等を得て、他の事業者がＭＯＳサーバ類似のサーバを

設置し、これを通じた大容量コンテンツの配信が可能となるような仕組み等を整備することについてどのように考えるか。

①サーバ利用料の適正性
（☞高額との意見）

②ＭＯＳサーバと類似のサーバを
他事業者が設置して、それを通じ
た大容量コンテンツの配信可否

コンテンツ配信
事業者

コンテンツ配信事業者は、着うたフル・動画等の大容量コンテンツの配信について、携帯電話事業者のＭＯＳサーバ（ＫＤＤＩ）の利用が義務付け

ＫＤＤＩ網

Ｂ：携帯電話事業者
Ｗｅｂサーバ

基地局

基地局
制御装置

加入者
パケット
交換機

直収
パケット
交換機

移動機
接続用
パケット
交換機

Ｃ：他事業者の配信サーバ（☞現在、存在しない）
（ＭＯＳサーバ類似）

ＭＯＳ
サーバ以
外は駄目

インター
ネット ＭＯＳ

サーバ以
外は駄目

Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化



14ＧＰＳ位置情報の継続提供機能について

■GPSと連携して測位した位置情報は、ナビゲーションサービス等を行う上で必要不可欠であるが、携帯電話事業者からAPI（Application Programming Interface）

を開示してもらいアプリケーションを開発した上で、携帯電話網を通じた位置情報の継続的な取得ができないと、サービスの提供ができないことになる。

ナビゲーションサービスの提供

コンテンツ配信
事業者

基地局

基地局
制御装置

加入者
パケット
交換機

直収
パケット
交換機

移動機
接続用
パケット
交換機

③位置情報提供

④コンテンツ配信（ＭＡＰ等の提供）

携帯電話事業者網

■携帯電話事業者は、個人情報保護等の観点から、位置情報の継続提供機能は、基本的に公式サイトに登録した事業者のみに利用可能としている。

この点、位置情報は個人情報に該当するものの、位置情報を提供するか否かはユーザの意思により選択できること等を踏まえ、公式サイトの登録

事業者以外の事業者に対する位置情報継続提供機能のオープン化についてどう考えるか。個人情報保護等の観点から留意すべき事項はあるか。

ユーザ

公式ＣＰ

ＡＰＩが開示されており
開発可能

コンテンツ配信
事業者

一般ＣＰ等

ＡＰＩが非開示であり
開発不可能

？？

ＧＰＳ関連サーバ

ＧＰＳ用
アプリケーション

①ダウンロード

②位置の測位

Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化



15ＮＧＮのアンバンドル機能について

■０８年３月の情報通信審議会答申を踏まえ、同年７月に関係省令等が改正され、ＮＴＴ東西のＮＧＮ及びひかり電話網は、第一種指定電気通信設備に

指定されるとともに、「Ａ：収容局接続機能」、「Ｂ：ＩＧＳ接続機能」、「Ｃ：中継局接続機能」、「Ｄ：イーサネット接続機能」の４機能がアンバンドルされた。

■他方、回線認証機能等のアンバンドルについては、具体的なサービス提供形態や接続ニーズ等が明確でない段階では、その要否の判断は時期尚早と

されたが、今後これらの機能を用いたサービスが、サービス競争上重要性を増すと考えられることから、ＮＧＮが実装する機能であるかどうかを検証し

た上で、ＮＧＮが実装する機能であれば、適時適切にアンバンドルの要否を検討することが必要とされた。

ＳＩＰ
サーバ

８.網終端
装置

５.ＭＧ

中継
ルータ

ＭＧ

ＩＰ電話、TV電話 ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ＱｏＳ）

ＩＰ電話、TV電話等

【凡例】

：既存設備 ：新たな設備（高度化・大容量化）

既存Ｂフレッツ
ユーザﾞ

フレッツ光ネクスト
ユーザﾞ

＝ ＝UNI UNI

ｺﾝﾃﾝﾂ配信等
（ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ）

ＩＳＰ接続ｾﾝﾀｰｴﾝﾄﾞ型
ｻｰﾋﾞｽ等

９.収容
ＳＷ

９.収容
ＳＷ

新規イーサ
ユーザﾞ

UNI

10.中継
ＳＷ

11.

ＧＷ-ＳＷ

収容
ルータ

（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置）

（他事業者
接続用スイッチ）

他事業者網他事業者
網等

収容
ルータ

中継
ルータ

網終端
装置等

NNI

（ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ
変換装置）

Ｃ：中継局
接続機能

ひかり
電話網

NNI

地域IP網 ＩＧＳ

NNI
ＮＧＮ

UNI/SNI

＝

７.網終端
装置

地上デジタル放送
再送信等

６.収容ﾙｰﾀ
(SNI)

Ａ：収容局接続機能

③フレッツ・

キャスト
（ＢＥ)

②フレッツ・

ＶＰＮ
（ＢＥ)

④地上ﾃｼ゙ﾀ゙ﾙ

ＩＰ再送信
向け（QoS)

１.収容ルータ
①フレッツ光

ネクスト
NNI

NNI

０：フレッツ

光ネクスト
（ＢＥ)

４.ＧＷﾙｰﾀ

３.ＳＩＰ
サーバ

２.中継ルータ⑦ひかり電話

（高音質等)

⑧ひかり電話（標準音質)

⑤フレッツ

・キャスト
（QoS)

（他事業者
接続用ﾙｰﾀ）

⑥電話以外の

ＱｏＳサービス

コンテンツ事業者等 オフィス
ユーザ等 ＩＳＰ 他事業者網

自網内呼

⑨ビジネスイーサ

ワイド

新規イーサ
ユーザﾞ

UNI

Ｄ：イーサ機能

＝

NNI

Ｂ：ＩＧＳ接続機能

NNI

Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化



16

日本独自仕様での開発は時間を要しコスト高となるリスク。標準化動向を踏まえた検討要

■ＮＧＮには、いわゆる「サービスプラットフォーム」は存在しない。ＮＧＮ運用事

業者だけでなく、第三者によるサービスプラットフォーム構築を可能とし、適正

な競争環境を整備することが必要（テレサ協）

■テレサ協の要望と同様に、現状の「SNI」のオープン化にとどまらず、QoS（品

質確保）機能のアンバンドル化、顧客管理（セキュリティ確保）や課金請求等の

機能のオープン化を行うことで、SNSやSaaS等のインターネット上でのサービス

をより安全に提供することが可能になると考える（ＳＢ）

ネットワークに与える影響の小さいものから順次開放してもらいたい

②固定網（ＮＧＮ）の通信プラットフォーム機能Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化

①ＮＴＴ東西のＮＧＮ（Next Generation Network)については、現在、３つのインターフェース（ＮＮＩ、ＵＮＩ、ＳＮＩ）が開示されるとともに、４つの機能（収容局接続機能・Ｉ

ＧＳ接続機能・中継局接続機能・イーサネット接続機能）がアンバンドルされている。

しかし、これらのインターフェース・機能は、電話・インターネット接続・コンテンツ配信等のサービス提供を行うためにＮＧＮを利用する事業者に対するものであって

も、品質制御機能等の通信プラットフォーム機能のみを利用する事業者に対するものとはなっていない。

この点、接続事業者からは、品質制御機能等を利用するためのインターフェースの開示・当該機能のアンバンドルを求める意見が示されているが、この点についてど

のように考えるか。

②その他、ＮＧＮの通信プラットフォーム機能について検討すべき事項はあるか。

各事業者の意見

■当社のＮＧＮは、通信サービスを実現するための機能が中心になっておりますが、これは、現
時点では国際的に標準化されたインタフェースが電話サービスのＮＮＩ及びＵＮＩであることも影
響しています。ＮＧＮは他社と接続することを前提としたネットワークであり、より多くの方々と円
滑な接続を実現するためには、そのインタフェースは国際標準によることが望ましいと考えます。
こうした環境下ではありますが、当社は、ｺﾝﾃﾝﾂ･ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞー 等に多彩なサー

ビスを提供していただけるよう、標準化されたＵＮＩをベースにサーバを設置される方へのイ
ンタフェースとしてＳＮＩを準備し、ＩＴＵに働きかけを行い国際標準といたしました。現在、約
120社の方々から様々なビジネス創出に向けた相談を受け、対応するとともに、次世代
共創ﾌｫｰﾗﾑを立ち上げ、約480社、約870人の方々と様々な意見交換等を行っています。
当社としては、当社のＮＧＮ上でできる限り早期にお客様が多様なサービスをご利用し

ていただけるよう、当面は、現在標準化が進んでいるＵＮＩやＳＮＩの機能をより充実させてい
く考えであり、具体的なご要望をお聞かせいただければ、積極的に対応していく考えですの
で、コンテンツ・アプリケーションを提供する事業者様におかれましては、是非、こうしたＵ
ＮＩやＳＮＩの機能を活用してプラットフォーム機能の構築を進めていただきたいと考えます。
他方、テレコムサービス協会様からご要望をいただいているＡＮＩやＩＳＣのオープン化

については、テレコムサービス協会様もご認識されているとおり、ＡＮＩは、ＩＴＵにおいて
基本的な機能概要が規定されているだけで具体的なインタフェース条件の標準化に関
する議論は進んでおらず、また、ＩＳＣは、ＮＧＮ網内の機能分担モデル上の規定点であ
り、現時点では外部とのインタフェースが策定可能かどうかも含め不明な状況です。
このようにＡＮＩ等の国際的な標準化が進展せず、国際的にもＮＧＮにプラットフォー

ム機能を作りこむのはこれからという段階において、日本独自の仕様でＮＧＮにプ
ラットフォーム機能を開発することは、時間がかかるとともに、利用が国内に限定され
機器やソフト開発等がコスト高となるリスクが高いことから、今後、国際的な標準化動
向を踏まえて検討していく必要があると考えます（ＮＴＴ東西）

①ＮＧＮにサービスプラットフォームを構築するためのインターフェースのオープン化

サービス制御機能

加入者情報

サービス
プラットフォーム

サービス
プラットフォーム

APL APL

NGN事業者

オープン
インタフェース

・ サービスプラットフォームの提供者との
接続条件

-NGN事業者との接続は事業者間
接続の対象となるか

-利用する機能ごとに細分化された
接続料金が望ましい

APLAPLAPL

APLAPLAPL

サービスプラットフォーム

APLAPLAPL

サードパーティ

APLAPLAPL

サービス制御機能

NGN事業者

オープン
インタフェース

オープン
インタフェース

サービスプラットフォーム

NGN事業者が構築するサービス
プラットフォームは、大規模かつ
汎用的なものとなるため、開発に
時間がかかる

特定の業種向け、特定の企業
向けの限定的なサービスプラッ
トフォームを早期に構築

現状のサービス制御機能を直接制
御するものでなくてもよく、網に与え
る影響の小さいものから順次開放
して欲しい

テレサ協
合同ヒアリング
資料（09.3.16)
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ＰＳＴＮと競争構造が異なり、また多額なコストもかかるので、ＮＧＮにマイライン導入は不要

■固定電話におけるマイライン利用者が複数の事業者を選択し得るように、

NTT東西殿のNGN利用者においても複数の事業者のネットワークを選択し得る

サービスを提供可能とすべく、NTT東西殿のNGNのアンバンドルを図るべきと考

えます。これにより、NTT東西殿のNGN利用者はNTT東西殿のひかり電話以外

のIP電話サービスを利用することが可能になると考えます（ＳＢ）

■NGNにおける新たな接続形態として、各NTT東西-GC局におけるNGNフレッツ

ネクストとの接続を要望させて頂いております。

※【参考資料】 NGNのアンバンドル例（GC接続）（別添参照）

本接続の実現によって、現行のADSL接続事業者は既存のNWを活用しフレッ

ツネクストユーザにインターネット接続機能の提供が可能となり、PSTNからIP網

への移行検討がスムーズに行うことができると考えます。あわせて、現在NTT

東西殿の独占化が強まっているFTTH市場における競争活性化による市場拡

大にもつながると考えます。

このように事業者が柔軟なネットワークを構築できる環境を整備することが、

シンプルで安い高速インターネット接続から様々な機能を付加した高品質な

ネットワークまで、利用者にとって様々なサービスを選択できることにつながる

と考えます（イー･モバイル）

ＮＧＮユーザのひかり電話・インターネット接続サービス等の選択可能性が増加

②固定網（ＮＧＮ）の通信プラットフォーム機能Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化

■マイラインは、アクセス設備が当社の固定電話しかなく、他事業者様が当社の固定

電話と接続して中継電話サービスを提供していた時代に、中継電話サービスの競争

を促進する観点から導入されたものであると認識しています。

しかしながら、その後、固定電話市場においても、ＣＡＴＶ電話やドライカッパ電話等

の直収電話サービスの登場により、他事業者様は独自のネットワークを構築し、当社

の固定電話に依存することなく、お客様を獲得できる競争に変容してきており、マイラ

インの契約者数自体、減少しています。

まして、ブロードバンド市場（ＩＰ電話市場）では、ＤＳＬ、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶ、ＷｉＭＡＸ等の

高速無線アクセスなど、多様なアクセス手段が存在しており、他事業者様は、ＮＧＮ

等当社のＩＰネットワークに全く依存することなく、ＩＰ電話を含めたブロードバンドサービ

スを提供しています。特に、首都圏では、アクセス回線を含め熾烈な設備ベースの競

争が展開されています。

このように、ブロードバンド市場（ＩＰ電話市場）における競争構造は、マイラインを中

心としたＰＳＴＮの競争構造とは大きく異なっており、ＮＧＮにＰＳＴＮ時代に導入され

たマイラインを導入する必要はないと考えます。

仮に、当社のＮＧＮにマイラインやＧＣ接続等を導入するとした場合には、現在、ＮＧ

Ｎの収容ルータには振り分け機能がないことから、多額の費用をかけて特注のルータ

や装置等を開発・導入する必要があると想定され、コスト高となり、低廉なブロードバ

ンド（ＩＰ電話）サービスの提供に支障が生じることから、ＮＧＮにマイラインを導入するこ

とは適切ではないと考えます（ＮＴＴ東西）

②ＮＧＮにおけるＧＣ接続類似のアンバンドル

③その他

■接続事業者に接続したコンテンツ配信事業者が、接続事業者とＮＴＴ東西とのＮＮＩ接続を経由し、

ＮＴＴ東西の利用者向けに「マルチキャスト配信／ユニキャスト配信」を提供可能となるようにする

とともに、ＮＴＴ東西に接続したコンテンツ配信事業者が、接続事業者とＮＴＴ東西のＮＮＩ接続を経

由して、接続事業者の利用者向けに同様のサービスが提供可能となるようにすべき（ＳＢ）

ＮＮＩ接続でコンテンツ配信が可能となるようにすべき
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SIP
サーバ

法人ユーザ等

①プレゼンス情報提供機能のアンバンドルのイメージ ②セッション制御機能のアンバンドルのイメージ

■ＳＩＰサーバが保有する法人ユーザ等のプレゼンス情報（ネットワークに

接続しているか、帯域に空きがあるか等）を通信プラットフォーム事業者

に対して提供する機能

■通信プラットフォーム事業者とＮＧＮのＳＩＰサーバが連携してＮＧＮの２

地点間（コンテンツサーバとコンテンツ利用者等）の間にセッションを開く

ことを可能とする機能

通信プラットフォーム事業者

中継ルータ

ＳＮＩ収容ルータ等

収容ルータ

法人ユーザ等

プレゼンス情報
を提供

・ＮＷへの接続状態
・帯域の使用状況等

プレゼンス情報
提供機能

SIP
サーバ

法人
ユーザ等

通信プラットフォーム事業者

中継ルータ

ＳＮＩ収容ルータ等

コンテンツ
配信事業者

プレゼンス情報

収容ルータ

コンテンツ
利用者

認証・課金機能

セッション
制御機能

通信プラットフォーム事業
者の認証・課金に応じて、
コンテンツ等を配信

■プレゼンス情報提供機能については、通信プラットフォーム事業者の

問い合わせに応じて、ＳＩＰサーバが把握しているユーザ情報を返答す

る機能であり、ＮＧＮのネットワークに直接影響を与えるものではない

と考えられる一方、当該機能の実現に伴うシステム改修等の費用負担

が生じることを踏まえ、そのアンバンドルについてどのように考えるか。

■セッション制御機能のアンバンドルには、例えば以下の課題等が想定
①ＳＩＰサーバに対して、同時に複数の指示が来た場合にどのようにセッ
ション制御を行うか

②ＮＧＮ外からの指示に基づき、通信当事者に無確認でＳＩＰサーバがセッ
ションを開閉することは、セキュリティやプライバシーの観点で課題がないか

③当該機能の実現に伴うシステム改修等の費用負担
■他方、①、②は、法人ユーザ等一定の使用方法に限定すること等により
解決可能とも考えられる。これらを踏まえ、セッション制御機能のアンバン
ドルについてどのように考えるか。

ＮＧＮ ＮＧＮ

連携

Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化

法人
ユーザ等

アプリケーション
サーバ



19＜参考＞ＮＴＴが公表した技術資料（2006年7月）

■２００６年７月にNTT持株及びNTT東西が公表した技術資料においては、「メディアを終端しない通信機能について」として、下記のような通信形態を提供することを

前提に、今後実現方式の検討を行うこととされていたもの。

■当該形態については、「②セッション制御機能のアンバンドル」の形態に類似しているが、NTT東西においては、現在のところ接続事業者から具体的な要望も上がっ

てきておらず、実現に向けた課題も存在することから、検討を開始していない状況である。

アプリケーションサーバは、発信元端末と
着信元端末の間に入ってＳＩＰメッセージを
中継することで、コンテンツ等をＮＧＮ外に
終端させることなく、２者間の通信を実現

IMS モデル（ITU-T 標準ベース）ではANI（アプリケーション・ネットワーク・インタフェース）として、メディアストリームを終端しないParlay*1 等によ

る形態が想定されているが、現時点ではParlay 等の実装例が少ないため、アプリケーションサーバにSIP B2BUA*2 を適用し、メディアストリーム

を終端しない通信形態を提供することを前提に、今後、実現方式の検討を行う。

*1 Parlay：ネットワークに関するサービスやアプリケーションのためのオープンAPI（ApplicationProgramming Interface)の標準化を進める団体であるParlay グルー
プで規定されているAPI を指す。

*2 B2BUA (Back to Back User Agent)：セッションを確立する2 つのSIP-UA の間に入ってSIPメッセージを中継するために、それぞれのSIP-UA に対して自身が
SIP-UA として動作するエンティティ。

コンテンツ
利用者

コンテンツ
配信事業者

SIP
サーバ

※下線及び吹き出し（水色）は事務局にて記載。

「フィールドトライアル版次世代ネットワークインタフェース資料 -次世代IP アプリケーションサーバ・網インタフェース（SNI）-」（2006.7.21）抜粋

Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化



20②固定網（ＮＧＮ）の通信プラットフォーム機能

ＧＣ接続類似機能のアンバンドルのイメージ

ＭＧ ＧＷルータ網終端装置

ＳＩＰサーバ

他社
電話網

インター
ネット

コンテンツ
事業者

他社
ＩＰ網

収容ルータ

ＳＮＩルータ

固定電話では、ＧＣ接続が実現

ＮＧＮ
（ＮＴＴ） 他社網 ＰＳＴＮ

（ＮＴＴ）

ＩＣＩＣ

ＧＣ ＧＣ

中継ルータ

Ⅲ１．通信プラットフォーム機能のオープン化

ＮＴＴ東西の光ファイバ回線
（アクセス回線）

＋

＋ＮＴＴ東西の光ファイバ回線
（アクセス回線）

ＮＴＴ東西のＮＧＮ
（中継網）

他社網
（中継網）

ＮＴＴ東西のメタル回線
（アクセス回線）

＋

＋ＮＴＴ東西のメタル回線
（アクセス回線）

ＮＴＴ東西のＰＳＴＮ
（中継網）

他社網
（中継網）

当該形態で、接続事業者によるマイライン等が提供
ＮＧＮでは、ＰＳＴＮよりも、アクセス回線での競争が重要性を増している

（アクセス回線と中継網が一体となった競争。ユーザ料金もアクセス回線のみの料金は存在しない）

光ファイバ回線 メタル回線

ＮＴＴ東西の
ＦＴＴＨユーザ

ＮＴＴ東西の
電話ユーザ

ＩＣ ＩＣ

他社網

ＧＷルータＧＷルータ

収容ルータ

ＮＧＮの収容ルータは、振り分け
機能を有していないので、ＮＧＮ
の中継ルータ以外にルーティン
グすることができない

■振り分け機能の追加コスト
■ＰＳＴＮと比較したＮＧＮでの

GC接続類似機能の必要性
■アクセス回線部分のみの
ユーザ料金設定 等

課題
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一般的な紛争処理手段での解決を原則とすべき

■通信プラットフォーム市場やコンテンツ配信事業の公正

な競争環境を整備するためには、主要なプレイヤーであ

る「電気通信回線設備を設置せず配信サーバ等の電気

通信設備を利用して事業展開を行う事業者」も電気通信

事業者と同様に電気通信事業法上の紛争処理の対象と

すべきである（ＭＣＦ）

■迅速かつ円滑な紛争処理のため、電気通信事業者と通

信プラットフォーム事業者等との間の紛争事案追加は必

要（ＳＴＮｅｔ）

紛争処理機能の対象とすべき

紛争処理委員会の紛争処理機能の強化等Ⅲ２．紛争処理機能の強化等

■通信プラットフォーム事業者やコンテンツ配信事業者等は、電気通信設備を用いているが、電気通信回線設備は設置せずに事業を行っている者が多いと考えられる。

電気通信事業法上、これらの者は、電気通信事業を営んでいるものの、登録・届出は不要（≠電気通信事業者）であり、同法の適用除外の位置付け（法第１６４条

第１項第３号）とされている。

ただし、これらの事業者については、例外的に、検閲の禁止（法第３条）・通信の秘密（法第４条）の規定が課されるほか、ドミナント事業者（禁止行為等規定適用

事業者：ＮＴＴ東西とＮＴＴドコモ）による業務への不当な規律・干渉の禁止（法第３０条第３項第３号）規定で保護される対象とされている。

１）電気通信事業紛争処理委員会は、電気通信事業法に基づき、原則、当事者がともに電気通信事業者である場合の紛争事案のあっせん・仲裁を行うこととされて

いるため、電気通信事業者ではない通信プラットフォーム事業者やコンテンツ配信事業者と電気通信事業者との間で接続等に関する紛争事案が生じても、同委員

会の紛争処理の対象とはならない。

ＩＰ化の進展等に伴い、通信プラットフォーム市場やコンテンツ配信市場が拡大する中で、今後、これらの市場との関係でも接続等に関する紛争事案が増加すると

考えられることを踏まえ、迅速かつ円滑な紛争処理を確保する観点から、電気通信事業者とこれらの事業者間の紛争事案を同委員会の紛争処理機能の対象とする

ことについてどのように考えるか。

２）電気通信事業は営んでいるものの、電気通信事業法の適用除外とされている通信プラットフォーム事業者やコンテンツ配信事業者について、今後、通信プラット

フォーム市場・コンテンツ配信市場の拡大が見込まれる中で、電気通信事業者でないことに起因する不利益を回避する観点から、電気通信事業法に関して検討す

べき課題はあるか。

３）その他、紛争処理機能の強化等について検討すべき事項はあるか。

各事業者の意見

■電気通信事業者に該当しない事業者に関する

紛争事案は、現行の一般的な紛争処理手段を

用いて解決することを原則とすべき（ＫＤＤI)

①通信プラットフォーム事業者等を紛争処理機能の対象とすることについて

対象範囲の拡大基準の明確化の整理等が必要

■現行の事業法上、紛争処理は電気通信事業者間

の紛争処理の解決スキームと位置付けられていると

ころ、コンテンツプロバイダ等に対象範囲を広げるに

当たり、どこまでその対象範囲を拡大するかといった

基準の明確化や法の適用範囲の整理等が必要（ＮＴＴ

ドコモ）
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■回線を設置せず配信サーバ等を利用して事業展開を行う者等も、事業法上

の接続ルールが適用できるようにすべき。そのため、当該者の新区分を含めて

検討すべき（ＭＣＦ）

■「非電気通信事業者」として事業法上の不利益を回避する観点から、「電気通

信事業者」として適用されるなど事業法改正等の検討が必要（ＳＴＮｅｔ）

事業法上の接続ルールが適用できるようにすべき

Ⅲ２．紛争処理機能の強化等

②通信プラットフォーム事業者等について事業法上検討すべき課題

紛争処理委員会の紛争処理機能の強化等

③その他検討すべき課題

■「新競争促進プログラム２０１０」では、土地等（電柱・管路などを含む）の使用に

係る紛争事案について、現行の裁定に加えて、あっせん・仲裁を可能とする仕組

みとする等、紛争処理機能の取扱い範囲の拡充にも可能な限り速やかに所要

の制度整備を行う方針が示されている。この点も含め、対処がなされるよう検討

すべき（ＳＢ）

土地等の使用に関する紛争事案も、紛争処理委のあっせん・仲裁等を可能とすべき
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■コンテンツ配信事業、通信プラットフォーム事業は、電気通信事業法の適用除外（一部規定は適用）の電気通信事業に該当（≠電気通信事業者）。

■このように、電気通信事業は営んでいるが、現在、電気通信事業者に位置付けられていない者（コンテンツ配信事業者等）の電気通信市場における

重要性が高まる中で、当該者に関し、紛争処理機能をはじめとした電気通信事業法上の扱いについてどのように考えるか。

非電気通信事業電気通信事業

① ②以外の事業

（携帯電話事業、FTTH事業等）

②電気通信設備を用いて他人の通信を媒介する電
気通信役務以外の電気通信役務を電気通信回線
設備を設置することなく提供する電気通信事業（※）

（例）コンテンツ
配信事業者

電気通信回線設備は設置
せず、コンテンツ配信サー
バのみを設置して、自己と
他人の間の通信を実施

コンテンツ配信

電気通信事業法
の適用

■電気通信事業の登録・届出が必要

■通信の秘密、検閲の禁止

■接続ルールの適用あり 等

紛争処理機能

電気通信事業者に該当 電気通信事業者に該当しない 電気通信事業者に該当しない

■総務大臣裁定

■紛争処理委員会のあっせん・仲裁 等
なし

■通信の秘密

■検閲の禁止

■禁止行為等規定適用事業者（ＮＴＴ東西・ドコモ）による業
務への不当な規律・干渉が禁止（保護対象）

①を営む者 ②を営む者

■電気通信事業

電気通信役務（電気通信設備を用いて他

人の通信を媒介し、その他電気通信設備

を他人の用に供することをいう。）を他人

の需要に応ずるために提供する事業 ※その他、「専ら一の者（電気通信事業者たる一
の者を除く。）に電気通信役務を提供する電気通
信事業」「その一の部分の設置の場所が他の部
分の設置の場所と同一の構内（これに準ずる区
域を含む。）又は同一の建物内である電気通信設
備その他総務省令で定める基準に満たない規模
の電気通信設備により電気通信役務を提供する
電気通信事業」も事業法の適用除外の位置付け

現在は、電気通信事業者間の紛争のみを対象

現在は、接続ルールの適用なし 通信プラットフォーム事業・コンテ

ンツ配信事業等の重要性が高

まる中で、紛争処理機能をはじ

めとした電気通信事業法の扱い

についてどのように考えるか。
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拒否事由に該当しない

■音声通信サービス相互の接続で、当面、現行の接続料

精算方式を採用する場合に生ずる、規制のない相手事

業者の接続料水準との間の逆ざやについては、相手事

業者の接続料が不当に高額であれば、少なくとも事業

法第３２条に基づき接続拒否できるとすべき（ＮＴＴ持株）

■電気通信事業法上、接続拒否事由に該当すると考

える。二種指定事業者以外でも、約２,０００万契約を

持つ事業者が存在しており、当該事業者と接続を行

わないという選択肢は取り得ず、接続料等の協議で

不当に高額と思われる接続料を受け入れざるを得な

いといった問題が発生している（ＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ）

拒否事由に該当

①逆ざや問題Ⅳ１．接続料算定上の課題

■第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を設置する事業者の接続料は、コストに適正利潤を加えた事業者間均一料金での設定が義務付けられ

ている。他方、接続事業者側は、当該均一料金とは無関係に任意に接続料が設定可能であるため、接続料で利益を稼ぐことを目的として、不当に高額な接続料を

設定することを懸念する意見がＮＴＴ東西から示されているところである。

①接続料で利益を稼ぐことを目的として、「不当に高額な接続料」を請求することは、電気通信事業法に規定する接続の拒否事由（法第３２条第２号）に該当する可

能性があると考えられるが、どうか。

②この場合、「不当に高額な接続料」の判断基準として何が考えられるか。以下の点についてどのように考えるか。

ア コストに適正利潤を加えた事業者間均一料金の設定が義務付けられていない事業者は、当該義務付けがある事業者との関係では、自らの接続料を低廉化し

て請求するインセンティブが働きにくいこと

イ 高額な接続料を設定する接続事業者については、当該事業者向け利用者料金にその分転嫁することの適否や転嫁する場合の利用者への影響

各事業者の意見

■「不当に高額な接続料」を請求する事業者は、一

般的に市場支配力のない事業者と考えられ、かつ

そのような事業者が、「不当に高額な接続料」を請

求しても、結局は、ユーザ料金の高騰を招いて自ら

の市場競争力を失うことは自明であることから、事

業法第３２条第２号の拒否事由に該当しない（ＭＶ

ＮＯ協議会）

①接続の拒否事由への該当性

「水準差＝直ちに拒否事由」とすることは認められない

■接続料は、各事業者が個別に構築しているネットワーク

のコストや事業運営に係るコストをベースに算定するもの

である以上、ネットワークシステムの種類が大きく異なる

固定事業者と携帯事業者間で差異が生じるのはもちろ

んのこと、同種のネットワークを有する事業者間において

も、接続料の水準に差異が生じることが当然発生し得る

事象。特に、携帯事業者間では、事業者ごとの事業規

模、保有する周波数帯の差異に起因し、事業者間で水

準に差異が生じてしかるべき。したがって、事業者間の

接続料水準に差異が生じていることをもって、直ちにそ

れを接続の拒否事由にすることは認められない（ＳＢ）

■事業法に規定する接続拒否事由に該当するものとして取り扱うことが
適当であるが、実際には、事業者間の接続料交渉がまとまらないことを
理由に接続拒否を行い、利用者に迷惑をかけることはできないので、事
業者間の接続料交渉がまとまるまでの間は、暫定的に相互接続料を支
払い合うことなく接続することも検討してもらいたい（ＮＴＴ東西）

■ユーザ利便に多大な支障が生じる接続拒否よりも、事業者間の同等性を担保
するため、例えば、低減後接続料を適用しない（遡及精算は行わない）等の対
応措置も、「不当な差別的取扱い」に該当しないものとして認められるべき（ＮＴＴ
ドコモ）

暫定的に接続料を支払い合わない接続も検討してもらいたい 遡及精算を行わない等の対応措置も、禁止行為規定違反でないと認められるべき

代
替
案
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判断基準を設けることは困難

■接続料がコストに照らして適正か否かにより判断すべき

であり、それを検証するために、現在規制の対象となっ

ていない接続事業者も現行の会計データ等により検証

に必要な算定根拠をオープンにすべき（ＮＴＴ持株）

■「不当に高額な接続料」となる可能性があるのは、次の

３点。①接続料原価に比較して相当に接続料が高い、②

営業費用相当分等を除いた利用者料金と比較して接続

料が高く逆ざやとなっている、③接続する事業者によっ

て設定接続料が異なることに起因して、接続事業者が

同様のサービス提供を実現できない（ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ）

コストに照らして適正性を判断

①逆ざや問題Ⅳ１．接続料算定上の課題

■ネットワーク構成や設備規模等は事業者ごとに異

なるため、一律に接続料の適正性を判断すること

は困難。したがって、接続拒否事由に該当するよ

うな「不当に高額な接続料」の判断基準を設けるこ

とも不可能（ＫＤＤＩ）

■事業者ごとにネットワーク構成・規模等が異なるた

め、接続料の適正性については、一概に基準を設

けることは困難。仮に事業者間で問題が生じた場

合には、基本的には事業者間の協議にて解決す

べき（ウィルコム）

②「不当に高額な接続料」の判断基準

着信先によらない統一的なユーザ料金設定が可能

■接続事業者のユーザ料金設定における支障度

合いや経営状況に与えるインパクト等を踏まえ、

ケースバイケースで判断されるべきであり、着信

先によらない統一的なユーザの料金設定に支障を

与えない範囲であることが必要（ＮＴＴドコモ）

■接続事業者の接続料に関する算定根拠等が公開されておらず、算定根拠等の提示をお願いしても応じて頂けない状況にあることから、接続事業者の接続料

が「不当に高額」であるか否かを判断することができないと考えているため、接続事業者の接続料がひかり電話の接続料よりも高い水準にある場合において、

当社が事業者間協議が整わないとして総務省に申出を行ったときは、総務省において、接続事業者から各年度ごとの会計データ等に基づく算定根拠等を提示

させる等して、接続料の適正性を検証し、「不当に高額な接続料」であると認められた場合は、これを是正する措置を講じてもらいたい（ＮＴＴ東西）

算定根拠等が公開されていないので、総務省で算定根拠等を提示させて適正性を検証してもらいたい

代
替
案

不当に高額な接続料を受け入れざるを得ない問題が発生しており、当該事業者を二種指定事業者に指定し、公正な競争環境を整備すべき（ＮＴＴｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ）

■利用者料金に接続料水準差を反映させるか否かは、市場環境や利用

者への影響等、様々な要素を考慮の上、料金設定権を有する事業者が

自由に決定な可能な事項。したがって、相手先事業者ごとに利用者料

金が異なることになったとしても、特定の者に対して不当に差別的取扱

いをするもの、社会的経済的事情に照らして著しく不適当といったもの

でない限り、基本的には事業者の自由な裁量に委ねられるべき（ＳＢ）

接続料水準差の利用者料金へ反映は、事業者が自由に決定可能な事項
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問題の背景

非規制事業者同士 非規制事業者と規制事業者

接続料は、３分
×円を払っても
らいたい

それでは高い。
それなら、うち
も３分△円に考
え直したい

互いの接続料水準を
相対交渉で決定可能

接続料は、３分
×円を払っても
らいたい

それでは高い。
もう少し値下げ
してもらえない
か・・・。

非規制事業者 非規制事業者 非規制事業者 規制事業者

事業者意見等の整理

①コストに照らして判断

（☞「コスト＋適正利潤」の接続料が義務付けられている一種指定事
業者・二種指定事業者に対し、規制対象外の事業者が請求するこ
とが適切な水準についてどう考えるか）

②ユーザ料金設定における支障度合いや経営状況に与えるイン
パクト等を踏まえ、ケースバイケースで判断

（☞着信先によらない統一的なユーザ料金の設定が可能であること
の必要性についてどう考えるか）

③判断基準を設けることは困難

（☞ネットワークや設備規模等は事業者ごとに異なる）

「不当に高額な接続料」の判断基準

①接続の拒否事由に該当するとして、接続拒否

（☞接続拒否を行うと、利用者利便に多大な支障が生じるとの指摘に
ついてどう考えるか）

②「不当に高額な接続料」の設定事業者に業務改善命令

④事業者間協議で解決

⑤第二種指定電気通信事業者等に指定

③暫定的に接続料を支払い合わない接続、遡及精算を行わない等
の対応措置

「不当に高額な接続料」への対応策

市場原理が機能 市場原理は機能？

相手の料金は、規制で縛られているので
こちらの料金に応じて変動させようがない

一方の接続料水準
のみが相対交渉の対象
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■通信量が均衡していることのみをもって適用されるものではなく、通信量が均衡し、互いが負担する接続料が同

等である場合に適用し得る一つの方式。したがって、通信量のみに着目して検討すべきではない。固定網である

一種指定設備と移動網との接続等、コスト構造が全く異なるネットワークとの接続に対して、ビル＆キープ方式

を適用することはできない（ＳＢ）

■ビル＆キープ方式は、一つの事業者間精算方式として有効だが、事業者ごとにネットワーク構成等が異なること

を踏まえれば、一概に基準を設けることは困難であり、導入可否・条件等は、事業者間の協議で決定すべき（ウィ

ルコム）

■ビル＆キープ方式の適用条件としては、通信量の均衡に加えて、ネットワークの規模や構成といった論点も存在

（ＫＤＤＩ）

通信量の均衡を基準とすること自体が適切でない

■通信量の均衡が崩れた場合は、接続料のやりとり

が必要となってくると考えられるが、通信量の均

衡・不均衡の判断基準は、設備増強等ネットワーク

に与える影響や事業者間の利用形態等を踏まえ検

討を深めていくことが必要（ＮＴＴ東西）

検討を深めることが必要

②ビル＆キープ方式Ⅳ１．接続料算定上の課題

■ビル＆キープ方式とは、利用者料金については、通信の発側の事業者が着側の事業者のネットワークを含めてエンドエンド料金を設定し、接続料については、互

いに支払わないという形態である。ビル＆キープ方式には、以下のような検討すべき課題があるが、それぞれについてどのように考えるか。

①ビル＆キープ方式では、互いの網に流出入する通信量が均衡している場合に適用し、通信量の均衡が崩れた場合はエンドエンド方式に移行するという運用が考

えられるが、通信量の均衡・不均衡に係る基準は、どのような考え方で設定すべきか。

②ビル＆キープ方式では、自網発通信の利用者料金収入で、自網発だけでなく自網着の通信も含めてコスト回収できるようにすることが必要となるが、このようなコ

スト回収の方法についてどのように考えるか。

③ビル＆キープ方式と現行の接続制度との関係については、以下のような問題があるが、この点についてどのように考えるか。

ア 一のアンバンドル機能の接続料の算定方法について、事業者ごとに差異が生じることとなること

イ 利用者料金はエンドエンド料金を設定する一方、接続料を互いに支払わないことは、第一種指定電気通信設備等に係る接続料についてコストに適正利潤を加

えた事業者間均一料金としたこととの間で整理が必要となること

各事業者の意見

■通信量の均衡が保たれているかどうかを導入の基準とすることについては、新規に参入した事業者及び小規模

事業者にとっては、一般的に不利になり、事業者間の公平性の担保がされないため、導入自体が不適切（イー･モ

バイル）

①通信量の均衡・不均衡の基準の考え方

事業者ごとにネットワーク構成等が異なるので、一概に導入基準を設けることは困難
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精算コスト不要、統一的なユーザ料金設定等のメリットが存在

■接続料の精算を前提としたエンドエンド料金が市場に浸透している現状では、

ビル＆キープ方式への移行の推進は極めて困難な作業。すなわち、ビル＆キー

プ方式への移行は、コスト回収範囲の変更を伴うものであり、利用者におけるコ

スト負担の公平性の観点から慎重な検討が必要。また、議論の結果、米国等で

見られる、利用者料金の体系を着信者が着信網等のコストを負担するＲＰＰ

（Receiving Party Pays）方式に移行するという結論に至る可能性もあり、慎重

な議論が必要（ＳＢ）

コスト回収範囲の変更を伴うことから、慎重な検討が必要

■接続料水準に関するトラブルが回避でき、接続料の精算コストも不要となることから、

事業者間の合意が得られる限り、否定されるものではない。更に、ビル＆キープ方

式は、着信事業者への接続料と自網着通信の接続料を精算しない方式であることか

ら、他社接続料水準に左右されず、自社でコントロール可能な自網区間コストだけをも

とにユーザ料金の水準を決定可能。また、ビル＆キープ方式を採用すれば、コスト削

減のメリットが設備を構築する事業者に帰属することから、事業者のコスト削減インセ

ンティブを高めることになる（ＮＴＴ持株、ＮＴＴ東西、ＮＴＴドコモ）

②コストの回収方法

②ビル＆キープ方式Ⅳ１．接続料算定上の課題

■一種指定事業者の接続料は、コストに適正利潤を加えたものであることとされて

いるが、ビル＆キープ方式の適用により、コスト構造が不透明になる懸念があり、

また一のアンバンドル機能でビル＆キープ方式を適用する事業者と適用しない事

業者とが混在することで、負担の公平性が確保されているかが不透明となる懸念

がある（ＳＢ）

■接続する事業者によってビル＆キープ方式と現行の接続制度が混在するようにな

れば、接続料の適正性と公平性の検証ができなくなり、適切でない（ｲｰ･ﾓﾊﾞｲﾙ）

接続料の適正性と公平性の検証ができなくなり、不適切

③接続制度との関係

■将来有用となる可能性はあるが、現段階では時期尚早。ビル＆キープの定

義について関係者間での認識共有から始めるべき（ＫＤＤＩ）

現段階では、時期尚早

④ビル＆キープ方式の導入の適否

事業者間の合意があれば、個別の導入は否定されるものでない

■事業者間の合意があれば、個別の導入は否定されるものでない（ＮＴＴ持株、ＮＴＴ東西、

ＮＴＴドコモ）
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■通信量の均衡・不均衡だけを見て、ビル＆キープ方式の適用を判断す

ることは、どのような意味を持つのか。通信量の均衡している者同士は、

そのネットワークコストも同水準と擬制する（又は同水準であるべきとす

る）考え方に立つのか。

■上記考え方を取ることなく、接続料に係る収支とは無関係に接続料の

やりとりを不要とする制度を設けることとする場合、 「コスト＋適正利

潤」の接続料設定を義務付けることにより、利用の公平性を確保する指

定電気通信設備制度との関係等についてどう考えるか。

◎

ビル＆キープ方式の導入目的・必要性

通信量の均衡のみを適用基準とすることは適当か？

コスト９万円 コスト２７万円

９万円/個（接続料）

３万円/個（接続料）

Ａ

Ｂ

通信量は均衡していても、コスト・接続料は異なる。Ｂ＆Ｋ方式では、Ｂは回収漏れ

◎

通信量が均衡しなくても、接続料支払額が均衡している場合

コスト９万円 コスト９万円

９万円/個（接続料）

３万円/個（接続料）

Ａ

Ｂ

この場合は、ビル＆キープ方式にしても、互いに回収漏れは発生しない

■接続料の支払額が、同水準にある事業者同士であれば、結局は、互

いの支払額が相殺される。

■このような事業者間の接続料精算に係るコストを削減する観点で導

入するのであれば、ビル＆キープ方式の適用について、通信量の均

衡だけで判断することは適当か。この場合は、接続料支払額・コスト

の均衡・不均衡で判断することが必要となるのではないか。

ビル＆キープ方式の導入の目的・必要性、適用基準についてどのように考えるか。

27万円

９万円 ９万円

９万円

■接続料水準に係るトラブル回避、精算コスト不要
■他社接続料水準にかかわらず、自社でコントロール可能な自網内コスト
のみでユーザ料金設定可能（☞自網のコスト削減インセンティブ高める）

ＮＴＴ東西
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新たな規制は不要

■隣接市場でそれぞれ市場支配的な地

位にある事業者が、排他的に結合してＦ

ＭＣサービスを提供することは認められな

い（ＫＤＤＩ）

ドミナント間の排他的なＦＭＣサービス提供は×

今後の接続ルール等を検討する際の視点等Ⅳ２．融合時代等における接続ルールの在り方

①今後の接続ルールやその基となるドミナント規制の在り方を検討する際には、どのような視点で検討を行うことが必要か。検討上踏まえるべき視点として、例えば、固

定通信と移動通信の融合、通信サービスレイヤーにおける市場支配力の上位レイヤー（通信プラットフォーム・コンテンツ配信レイヤー）へのレバレッジなどが考えら

れるが、他にどのような視点が考えられるか。

②また、上記の視点に基づき、現行の接続ルールやその基となるドミナント規制について規制対象（公正競争条件を確保すべき市場の画定や当該市場における市場

支配力を有する者の認定の在り方等）や規制内容（市場支配力を有する者に対して課すべき接続料・接続条件に係る規制等）などを検証する場合、今後見直しが必

要になると考えられる事項として何が考えられるか。

③その他、検討すべき事項はあるか。

各事業者の意見

■ＦＭＣサービス等の固定／移動融合

サービスの提供等、部分的な水平的市

場統合に対応したドミナント規制に係る

議論については、現在の指定設備規制

において、固定系のボトルネック性につ

いてはネットワークのオープン化により

小売市場に及ぼす影響を遮断する措

置が、また移動系設備については円滑

な接続を確保するための措置が、それ

ぞれ既に講じられているため、新たな規

制を設ける必要はない（ＮＴＴ東西）

■ＦＭＣ等は、今後進展が期待されてい

るサービスであることから、まずは事業

者の自由な事業展開に委ね、想定や

懸念に基づいて新たなドミナント規制を

設けるのではなく、各事業者による自

由な事業展開の結果、仮に問題が生じ

た場合に、事後的に解決する姿勢に徹

するべき（ＮＴＴ持株、ＮＴＴドコモ）

①水平的市場統合の進展（ＦＭＣサービス等）

ＦＭＣサービス市場の確定が必要

■現行の制度では、固定通信サービ

スと移動通信サービスは異なる市

場として画定されるが、今後はＦＭ

Ｃサービスの普及に伴い、固定通

信サービスと移動通信サービスの市

場に加えて、ＦＭＣサービスの市場を

画定することが必要（テレサ協）

携帯事業の他事業への影響の監視要

■自社グループ内の携帯電話と固定

電話との無料通話が提供されたこ

とで、携帯電話市場を作用点とした

固定電話市場へのレバレッジ（又は

その逆）がかかり、また近い将来、Ｆ

ＭＣサービスの本格化を考えた場

合、携帯電話事業を展開している

グループ会社には、現状のドミナン

ト規制に加えて、携帯電話事業以

外への影響を配慮した監視が必要

（ﾌｭｰｼﾞｮﾝ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ）
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②垂直的市場統合の進展

■「通信サービスレイヤーにおける市場支配力の上位レイヤーへのレバレッジ」

を検討項目としていることに賛成。これの意味するものとして「通信事業者によ

る通信プラットフォーム事業者及びコンテンツ配信事業者の公平な取扱い」が想

定されるが、その他に「通信事業者の上位レイヤー参入による通信事業者と上

位レイヤー事業者（通信プラットフォーム事業者・コンテンツ配信事業者）間の公

平な競争環境」を検討する視点は特に必要（ＭＣＦ）

通信レイヤーから上位レイヤーへのレバレッジ

■指定事業者が、通信レイヤーの市場支配力を背景に、他の分野でも支配力を

行使している例として、販売チャネルに対するものも存在（ＭＶＮＯ協議会）

上位レイヤーから通信レイヤー等へのレバレッジ

■上位レイヤーで市場支配力を持ったプレーヤーが、通信等の下位のレイヤーにその

支配力を及ぼす可能性にも留意が必要（ＫＤＤＩ）

■今後、上位レイヤーで市場支配力を保有するプレイヤーが、垂直統合型サービスで市

場支配力を行使することも想定されるため、通信レイヤーを起点としたレバレッジだけを

議論するのではなく、上位レイヤーで市場支配力を有する事業者による上位レイヤーか

らの市場支配力の行使についても議論を深めることが必要（ＮＴＴ東西）

■ポータルやＣＧＭなどコンテンツ市場の拡大が進展している中で、通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ事

業者やｺﾝﾃﾝﾂ配信事業者など上位レイヤー事業者による通信ｻｰﾋﾞｽﾚｲﾔｰへの市場

支配力が高まってきている。このため、通信ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ事業者等の事業法の位置付け

を明確にし、市場支配力の濫用を規制する仕組みも必要（ＳＴＮｅｔ）

③グループドミナンス

■市場間の関係の緊密化・融合化に伴い、ＮＴＴグループ各社の競争力が相乗的に

高まり、公正競争を阻害するおそれがあるため、特に「ＮＴＴグループ各社の連携が

もたらす共同的・一体的市場支配力の影響（ドミナント事業者同士のＦＭＣ、販売店

等子会社との連携、上位レイヤとの連携）」、「ＮＴＴのブランド力がもたらす競争優

位性」を踏まえ、公営競争確保のためのルール・規制の在り方を検討すべき（ＳＢ）

■市場環境の変化を踏まえ、複数市場に跨る市場支配力の認定や共同的な市

場支配力の濫用を防止するための新たな規制の枠組みを構築することが適当。

見直すべき事項としては、特に、①実質的な規制逃れが懸念される子会社や代

理店・アウトソーシング会社等を通じたドミナント事業者による事業活動への各種

規制の適用、②特定関係事業者制度を含め、ドミナント事業者に適用される禁

止行為規制の更なる強化については、早期の実現が必要（ケイ･オプティコム）

■ＮＴＴ持株会社によるグループ経営の継続は、固定と移動が融合していく時

代には強力な市場支配力をますます促進させるため、ＮＷの共同構築などに

ついても直ちに認められるべきものではないし、今後、固定と移動の市場支配

力を分離させる施策の検討も必要（イー・アクセス）

共同的・一体的市場支配力に係る規制の在り方等の検討が必要 ユーザ利便向上に機動的・柔軟に対応できない。ドミナント規制は撤廃を含め見直すべき

■ドコモ分社時やＮＴＴ再編成（地域・長距離）時に設定されたＮＴＴグループに係る累次

の公正競争要件は、当時の競争事業者の事業形態との同等性を確保するために実施

されたものだが、現在は、事業者の合従連衡が進展し、現にＮＴＴグループ以外の他社

は、固定・移動事業を一体として提供し、更に今後固定・移動を同一のネットワークに統

合する計画を公表しているほか、料金面でも固定・移動間の無料通話を提供するなど、

一体経営のメリットをフルに活かした経営を行っているのに対して、ＮＴＴグループは本

指定設備制度等により経営の自由度に大きく制約を受けており、ユーザの利便性向上

に対する要請に機動的かつ柔軟に対応できない状況にある。このように、競争環境は

大きく変化しており、時代にそぐわない枠組みとなっていることから、現行のドミナント規

制は、撤廃を含めた見直しを行うことが必要。

更に、ＩＣＴ市場の主軸は、ネットワークサービスからアプリケーションサービスに移行しつ

つあり、その中でグローバルなプレイヤーが世界的規模でサービスを提供しており、接続

ルールの前提となる市場画定も、現実の状況を踏まえた見直しが必要（ＮＴＴ持株、ＮＴＴ東西）

通信レイヤーから販売チャネルへのレバレッジ
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水平的市場統合の進展への対応

今後の接続ルール等を検討する際の視点等Ⅳ２．融合時代等における接続ルールの在り方

ネットワークの融合・統合（差異の希薄化）

垂直的市場統合の進展への対応

固定通信市場 移動通信市場

ＦＭＣサービス

■コア網（中継網）については、固定網・移動網ともに、ＩＰ化が進展

（ＮＴＴグループは、2010年に、固定・移動のフルＩＰネットワーク基盤構築）

■アクセス網については、固定網はＦＴＴＨ化が進展する一方、移動網は2010

年以降順次、３.９Ｇ（ＦＴＴＨ並み）の開始が予定。有線・無線の違いはあるが、

固定網と移動網の間で通信速度の差異は希薄化

これに伴い、固定・移動の融合型サービス（ＦＭＣサービス）の本格的展開が予想

■固定市場と移動市場に二分して、指定電気通信事業者を指定する現行

の枠組みが直ちに妥当しなくなると考えられるか。

■ＦＭＣサービス市場の画定についてどう考えるか。仮に当該市場の指定電

気通信事業者を観念する場合、規制根拠や指定要件等はどう考えるか。

■密接な資本関係を有する固定事業者と移動事業者が、共同してＦＭＣ

サービスを実施する場合の市場支配力の認定についてどう考えるか。

今後の接続ルール等の検討の視点・課題としてどのようなものが考えられるか？

例
え
ば

固定通信 移動通信

通信レイヤー

通信プラットフォームレイヤー

コンテンツ配信レイヤー

携
帯
事
業
者

ＣＰ① ＣＰ②

ＰＦ①固
定
事
業
者

ネットワークの高度化等に伴う上位レイヤー事業の多様化

■電気通信事業を営むものの、登録・届出は不要（≠電気通信事業者）となる

形態の通信プラットフォーム事業やコンテンツ配信事業等が活発化

■他方、通信レイヤーで伝送サービスを提供している電気通信事業者の中に

は、通信プラットフォーム事業等を一体的に行っている事業者もおり、上位レ

イヤー市場を含めた公正競争環境の整備を求める意見が示されている

■電気通信事業法の適用上は、電気通信事業に該当する事業か否かが問

題となり、どのレイヤーで行っている事業かは問題とはならない（レイヤー

概念は存在しない）点を踏まえて検討することが必要ではないか。

■通信レイヤーの市場支配的事業者が、伝送サービスと一体として通信プ

ラットフォーム事業等を行う場合、指定設備としてその利用の公平性を確保

すべき設備は、どのレイヤーの設備までと考えることが適当か。

■通信レイヤーの市場支配的事業者及びこれと密接な資本関係を有する通

信プラットフォーム事業等を行う者が、一体的な事業展開を行う場合、通信レ

イヤーの市場支配力の上位レイヤーへのレバレッジについてどう考えるか。

例
え
ば

アクセス
網

コア網

今後の接続ルール等の検討の視点・課題としてどのようなものが考えられるか？
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参考資料



34通信プラットフォーム市場・コンテンツ配信市場について

0

50000
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2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

ＢｔｏＣ ＥＣ

インターネット広告

ブログ・ＳＮＳ

オンライン決済

情報セキュリティ

モバイルコンテンツ

音楽配信

オンラインゲーム

ＶＯＤ

主要電気通信事業者

の売上高

通信プラットフォーム市場
コンテンツ配信市場

■モバイル市場・固定ブロードバンド市場が成熟化する中で、通信プラットフォーム市場・コンテンツ配信市場は、今後の市場規模の拡大が予測されている。

（億円）

2006年度 2012年度

B toC EC 40,403 103,234
(156%)

インターネット
広告 3,630 7,844

(116%)

ブログ・ＳＮＳ 88 947
(976%)

オンライン
決済 1,464 3,924

(168%)

情報
セキュリティ 2,843 4,822

(70%)

2006年度 2012年度

モバイル
コンテンツ 3,388 3,909

(15%)

音楽配信 242 880
(264%)

オンライン
ゲーム 1,530 4,580

(199%)

ＶＯＤ 337 978
(190%)

主要電気通信事
業者の売上高 161,741 162,863

(0.7%)

➢主要電気通信事業者の売上高
０６年度は実績値。０７年度以降は００年度から０６年度までの値から推計

➢その他
野村総合研究所「これから情報・通信市場で何が起こるのか
ＩＴ市場ナビゲーター２００８年版」（２００８年１月）

「広義のネットビジネス全体市場規模の予測」から作成

コンテンツ・アプリケーション
レイヤー

プラットフォーム
レイヤー

通信サービス
レイヤー

ネットワーク
レイヤー

端末
レイヤー

移動通信
サービス

垂直統合型
ビジネスモデル

移動通信
サービス

移動通信端末

利用者

コンテンツ
アプリケーション

多様なユビキタス端末
（情報家電を含む）

固定通信
サービス

多様な通信利用形態
（Ｍ２Ｍを含む）

コンテンツ
アプリケーション

ＦＭＣ

ユ
ビ
キ
タ
ス
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

ブロードバンド化
ＩＰ化

の進展

※単位：億円
※カッコ内の割合は、

2006年度からの増加率

携帯事業者は、これまで垂直統合型のビジネスモデルで事業展開

０８年３月末から、ＮＴＴ東西のＮＧＮの商用サービス開始

通信プラットフォーム機能のオープン化を求める意見

ＮＧＮ

品質制御機能等のアンバンドルを求める意見

収容
ルータ

SIP
サーバ

中継
ルータ

品質制御機能、回線
認証機能、セッション

制御機能を実装
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2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

Ｎ
Ｔ
Ｔ
グ
ル
ー
プ
（
新
中
期
経
営
戦
略
）

固定
アクセス網

固定
中継網

移動
中継網

移動
アクセス網

ＫＤＤＩ
（チャレンジ

2010）

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸｸﾞﾙｰﾌﾟ

各事業者の今後の事業展開予定

▲ ▲

光2,000万契約

現行Ｂフレッツエリアに拡大

光サービス
※

収支単黒

３.９Ｇ開始

固定・移動ともにフルＩＰ
ネットワーク基盤を構築 サービス融合・連携の本格的展開

連結ベース
・収益：４兆円
・利益：6,000億円

ウルトラ３Ｇ

固定通信事業の黒字化

ＦＴＴＨ ▲

メタル回線

ＰＳＴＮ

ＰＳＴＮユーザ移行の
概括的展望の公表

ＮＧＮ

既存ＩＰ網
需要対応マイグレーション

計画的マイグレーション

３.９Ｇ開始
（2010年代初頭）

３.９Ｇ開始

マイグレーション終了

連結ベース（07年度）
収益：３兆5,963億円
利益：4,005億円

固定通信事業の
営業利益：-647億円

商用開始

▲

※光アクセス＋ＮＧＮ・地域ＩＰ網

▲

西

▲

東

概ね半数をＮＧＮ収容

【07.4.24】

【08.5.13】

■ＮＴＴグループでは、2010年度に固定網・移動網ともにＩＰ化したフルＩＰネットワーク基盤を構築し、固定網・移動網間のサービス融合・連携の本格的な展開を計画。

網統合を順次計画・実施中 【07.5.8（平成19年3月期 決算説明会）】



36ＮＴＴドコモのネットワーク図委員限り



37ＫＤＤＩのネットワーク図委員限り



38接続により提供する機能と接続料が設定されている機能

ＮＴＴドコモ（接続約款） ＫＤＤＩ（接続約款）

基本接続機能

ｍｏｖａ接続機能 当社のｍｏｖａサービス契約者回線との通信を行う機能

ＦＯＭＡ（通話モード）
接続機能

当社のＦＯＭＡサービス契約者回線との通話モードによる通信を行う
機能

ＦＯＭＡ（64kb/sデジタル
通信モード）接続機能

当社のＦＯＭＡサービス契約者回線との64kb/sデジタル通信モードに
よる通信を行う機能

衛星電話接続機能 当社の衛星電話サービス契約者回線との通信を行う機能

MNP転送機能 MNPを実現するために他社契約者回線であることを識別して相互接
続通信の経路を着信事業者に設定する機能

MNPリダイレクション
機能

MNPを実現するために他社契約者回線であることを識別して方路設
定に係る情報を提供する機能

直収接続機能 当社のｍｏｖａサービス契約約款に定める専用回線等接続契約又は
専用回線等接続サービス契約約款に定めるデータ系直収契約により
提供する電気通信サービスと同等の通信を行う機能

FOMA直収パケット
接続装置機能

ＦＯＭＡサービス契約者が指定する移動無線装置との間に設定され
る当社の契約者回線と協定事業者の電気通信設備との間の通信を
直収パケット交換機を介して行うために必要な装置を利用する機能

FOMA直収パケット
接続機能

ＦＯＭＡサービス契約者が指定する移動無線装置との間に設定され
る当社の契約者回線と協定事業者の電気通信設備との間の通信を
直収パケット交換機を介して行う機能

MVNO回線管理機能 ＭＶＮＯサービス契約者回線に係る情報の管理を行うとともに網使用
料を請求する機能

ｉモード移動無線装置
パケット接続装置機能

ｉモード移動無線装置との間に設定される当社の契約者回線と協定
事業者の電気通信設備との間の通信をｉモード移動無線装置接続用
パケット交換機を介して行うために必要な装置を利用する機能

付加接続機能

位置情報提供機能 当社がｉモード移動無線装置パケット接続機能を提供する協定事業者
に対して、ｉモード移動無線装置の位置情報を提供する機能

ＭＶＮＯ課金情報提
供機能

当社がＭＶＮＯ回線管理機能を提供する協定事業者に対して、協定
事業者が課金するために必要なＭＶＮＯサービス契約者回線に係る
パケット通信量の情報を当社が定める方法により提供する機能

事業者課金機能 ｉモード移動無線装置接続用パケット交換機を介して行われるｉモード
移動無線装置との間に設定される当社の契約者回線とｉモード移動
無線装置パケット接続機能を利用する協定事業者の電気通信設備と
の間の通信に係る利用者料金をその協定事業者に課金する機能

オプション機能接続機能 ａｕ通信サービス契約約款により提供するオプション機能等であって、
接続にあたり当社が当然利用できるものとしている機能

携帯電話番号ポータビ
リティ転送機能

携帯電話番号ポータビリティにおいて、当社が移転元事業者となる場合
であって、相互接続通信の接続経路を移転先事業者に設定する機能

携帯電話番号ポータビリ
ティリダイレクション機能

携帯電話番号ﾎﾟー ﾀﾋﾞﾘﾃｨにおいて、当社が移転元事業者となる場合であっ
て、協定事業者からの要求により移転先事業者に係る情報を返送する機能

直収パケット接続機能 当社の契約者回線と協定事業者の電気通信設備との間の通信を
直収パケット交換機を介して行う機能

端末接続機能 相互接続点と契約者回線との間の相互接続通信を伝送交換する
機能（影像等通信接続機能を除く。）

影像等通信接続機能 相互接続点と契約者回線との間の相互接続通信（ａｕ通信サービス契約
約款で定めるテレビ電話機能に係るものに限る。）を伝送交換する機能

※網掛けは接続料が設定されている機能



39電気通信事業紛争処理委員会等の紛争処理機能

■紛争処理の仕組み

紛争当事者

電気通信
事業者

電気通信
事業者

総務大臣

協議開始命令

裁定

紛争処理委員会

あっせん

仲裁

答申

申請

申立て・申請

諮問

■紛争処理の対象内容

電気通信事業者間の紛争を対象

総務大臣

協議開始命令 裁定

○ ○

○ ○

○ ○

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ ○

①電気通信設備の接続

②電気通信設備の共用

③卸電気通信役務の提供

④接続用の電気通信設備の設置・保守

⑤接続用の土地・工作物の利用

⑥接続用の情報の提供

⑦電気通信役務提供に関する業務の委託

⑧電気通信役務提供のための設備の利用

⑨電気通信役務提供のための設備の運用

⑩他人の土地・工作物の使用

電気通信事業紛争処理委員会

あっせん 仲裁

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

－ －

登録・届出不要
の電気通信

事業を営む者

登録・届出不要
の電気通信

事業を営む者

××
×



40逆ざや問題

第一種指定電気通信設備（ＮＴＴ東西）

又は

第二種指定電気通信設備（ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ等）

Ａ社網

コストに適正利潤を加えた
事業者間均一接続料の設定が義務付け

■しかし、接続事業者が、自社の接続料とＮＴＴ東西等の接続料との差額で利益を稼ぐことを目的に不当に高額な接続料を請求する場合、その取

扱いは、どのように考えるべきか。

任意の水準に接続料設定が可能

Ｂ社網

任意の水準に接続料設定が可能

Ｃ社網

任意の水準に接続料設定が可能

10円/３分請求

10円/３分請求

10円/３分請求

10円/３分請求

３0円/３分請求

１０0円/３分請求

■コストに適正利潤を加えた事業者間均一接続料の設定を義務付けられている事業者（第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を設

置する事業者）とそれ以外の事業者との間において、接続料の水準に大きな差が発生している場合の取扱いをどのように考えるか。

ＮＴＴ東西等の接続料よりも、他事業者の接続料が高いことをもって、直ち

に接続事業者が不当な料金設定をしていると判断することは適当ではない。

（☞ネットワークコストは、事業者ごとに異なる）



41ビル＆キープ方式

■従来の接続料の設定方式とビル＆キープ方式の相違

ＮＴＴ・ＮＧＮ 他社ＩＰ網

Ａ Ｂ

■ビル＆キープ方式に関する課題

① ②

③④

適用基準の適正・透明な設定・運用 接続事業者の経営面に与える影響 現行の接続制度との関係

：ユーザ料金設定（NTT) ：ユーザ料金設定（他社) ：接続料支払（NTT→他社) ：接続料支払（他社→NTT)

ＮＴＴ・ＮＧＮ 他社ＩＰ網

Ａ Ｂ

① ②

③④

ビル＆キープ方式ぶつ切り料金方式

ＮＴＴ・ＮＧＮ 他社ＩＰ網

Ａ Ｂ

①
②

③
④

エンドエンド料金方式

ＮＴＴ・ＮＧＮ Ａ社ＩＰ網

Ｂ社ＩＰ網

通信量均衡

通信量不均衡

Ａ社とは、ビル＆キープ方式

Ｂ社とは、エンドエンド料金方式

■均衡・不均衡の判断基準を適正・透明に設定・
運用することが、公正競争上極めて重要

ＮＴＴ・ＮＧＮ 他社ＩＰ網

Ａ Ｂ

① ②

③④

■自網発通信（①・②）のユーザ料金収入だけで、
自網着通信（④）も含めたコスト回収ができるよ
うにすることが必要となる。

■この点は、接続事業者の経営面に影響を与え
るため、事業者間での十分な検討が必要。

■一のアンバンドル機能で接続料設定方法が異なり得る

ＮＴＴ・ＮＧＮ Ａ社ＩＰ網

Ｂ社ＩＰ網

Ｃ社ＩＰ網

ビル＆キープ方式

ビル＆キープ方式

エンドエンド料金方式

■「コスト＋適正利潤」での接続料設定義務付けとの関係

■ビル＆キープ方式は、通信料が均衡する事業
者同士は、接続料はほぼ同等であり、コストに
適正利潤を加えた接続料を設定しなくてもよい
との前提に立った考え方。

■この考え方に問題ないと現時点で整理可能か。

アンバンドル機能の接続料設定方法
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